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※詳細は３頁以降参照

	➢ 実質収支(注)は５９億円となり、１１年連続の黒字。
（一般会計の実質収支は４９億円の黒字。）
➢ 府費負担教職員制度の見直しに伴う指定都市への税源移譲等により、決算規模は
歳入・歳出とも縮小。


（注）実質収支は、歳入総額から歳出総額及び翌年度へ繰越すべき財源を除いたもの。

１　決算収支

　　　　　　　　　　実質収支　５９億円

	
	歳入総額 (A)
	歳出総額 (B)
	翌年度へ繰越
すべき財源 (C)
	実質収支
(A)-(B)-(C)

	Ｈ30
	2兆5,800億円
	2兆5,548億円
	193億円
	59億円

	Ｈ29
	2兆6,700億円
	2兆6,476億円
	144億円
	81億円

	Ｈ28
	2兆7,770億円
	2兆7,582億円
	150億円
	38億円

	Ｈ27
	2兆8,468億円
	2兆8,236億円
	141億円
	91億円

	Ｈ26
	2兆8,166億円
	2兆7,945億円
	155億円
	66億円




【参考】平成３０年度一般会計決算見込みの概要
　○歳入総額　　２兆４，６３１億円（対前年度比　▲５，４８８億円、▲１８．２％）
　○歳出総額　　２兆４，４７７億円（　　同　　　▲５，５２４億円、▲１８．４％）
　○実質収支　　　　　　　４９億円（　　同　　　　　　＋２１億円）
　　　⇒ 財政運営基本条例に基づき１／２ずつを減債基金と財政調整基金に編入する。
（※）平成30年4月から地方消費税清算特別会計を設置したことに伴い、一般会計の決算規模は歳入・歳出ともに縮小⑬








· 財政調整基金年度末残高（H21からH26までについては、地域活性化・公共投資臨時交付金分等を除く。）
（単位：億円）
	
	H21
	H22
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27
	H28
	H29
	H30

	年度末残高
	434
	1,256
	1,385
	1,438
	1,500
	1,612
	1,602
	1,479
	1,475
	1,489

	
	積立額
	51
	823
	129
	53
	61
	112
	19
	27
	11
	14

	
	
	うち編入
	
	155
	129
	53
	61
	112
	19
	27
	11
	14

	
	取崩額
	
	
	
	
	
	
	30
	150
	15
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	➢ 歳入は、景気の緩やかな回復が続き、企業業績が好調に推移したことなどにより法人二税が増となったが、府費負担教職員制度の見直しに伴う指定都市への税源移譲等による個人府民税の減などにより、全体としては９００億円の減
（▲３．４％）。
➢ 歳出は、府費負担教職員制度の見直しに伴う指定都市への税源移譲等による税関連歳出の減などにより、全体としては９２８億円の減（▲３．５％）。


２　歳　入

　　　　　　　　２兆５，８００億円（対前年度比　▲９００億円、▲３．４％）

（１）府税　　　　　　　　　１兆２，７７８億円（対前年度比 ▲５１０億円、  　▲３．８％）
　　・法人二税　　　 　　　　　 ４，４１９億円（　　同　   ＋１３３億円、　　＋３．１％）
　　・個人府民税　　　　　　　　２，９６６億円（　　同　   ▲５７３億円、　▲１６．２％）

（２）地方譲与税　　　　　　　　１，５６１億円（　　同　 　＋１７７億円、　＋１２．８％）
　　・地方法人特別譲与税　　  　１，５２４億円（　　同　 　＋１７６億円、　＋１３．１％）

（３）地方交付税等
・地方交付税　　　　　　　　２，３６０億円（　　同　  　 ▲８８億円、　　▲３．６％）
・臨時財政対策債　　　　　　１，５３２億円（　　同　  　 ＋１７億円、　　＋１．２％）

（４）その他（大きな増減のあったもの）
・制度融資預託金返還金　　  ２，４３１億円（　　同　   ▲１５３億円、 　 ▲５．９％）

· 構成比









 
　　　　　　　　２兆５，５４８億円（対前年度比　▲９２８億円、▲３．５％）３　歳　出


（１）人件費　　　　　　　  　　６，７１９億円（対前年度比 　 ▲４７億円、　  ▲０．７％）

（２）公債費　　　　　　　　　　３，８２３億円（　　同　　　▲２２５億円、　　▲５．６％）

（３）投資的経費　　　　　    　１，９３５億円（　　同  　　＋１７８億円、　＋１０．１％）

（４）補助費等　　　　　　　　　８，２７０億円（　　同　　　▲９３１億円、　▲１０．１％）
・個人府民税所得割交付金（※）　　　 ８９億円（　　同　　　▲５２４億円、　▲８５．５％）
・後期高齢者医療関係経費    １，１０５億円（　  同 　　   ＋５３億円、　　＋５．１％）
・国民健康保険関係経費　　　　　３６３億円（　　同　　　▲５５８億円、　▲６０．６％）

（５）その他（大きな増減のあったもの）
・制度融資預託金　　　　　　２，４３１億円（  　同  　  ▲１５３億円、　  ▲５．９％）
・国民健康保険特別会計繰出金　  ５３８億円（　  同　 　 ＋５３８億円、　　 皆 　増　）

構成比







（※）府費負担教職員制度の見直しに伴う指定都市への税源移譲相当額分の交付金２
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〔別　紙〕

· 単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計、歳入と歳出の差等が一致しない場合がある。

１　決算規模及び決算収支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・　実質収支は、５８億６６百万円の黒字となり、１１年連続の黒字。
　・　決算規模は、府費負担教職員制度の見直しに伴う指定都市への税源移譲等により、歳入・歳出とも縮小。


２　歳　　入　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※ 地方交付税等は、地方交付税と臨時財政対策債の合計。

・【府税】	府費負担教職員制度の見直しに伴う指定都市への税源移譲等により、減となっている。

・【地方譲与税】	地方法人特別税（国税）の増による地方法人特別譲与税の増などにより、増となっている。

・【地方交付税等】	基準財政収入額の法人関係税が増加したことなどにより、減となっている。

・【国庫支出金】	国民健康保険財政安定化基金負担金の減などにより、減となっている。

・【地方債】	国補正予算等による補正予算債等の増などにより、増となっている。

・【諸収入】	制度融資預託金返還金の減などにより、減となっている。

・【その他】	繰越金や繰入金の増などにより、増となっている。



３　歳　　出３
　（　ｎ

（１）主な性質別内訳


· 【人　件　費】　学級数の減少等に伴う教職員数の減等による職員給の減などにより、減となっている。

· 【扶　助　費】　難病対策事業費における業務の政令市移管に伴う減などにより、減となっている。

· 【公　債　費】　平成２９年度はおおさか地域創造ファンド事業の終了による原資償還金があったため、減となっている。

· 【投資的経費】　国の補正予算等に伴う事業費の増などにより、増となっている。

· 【補助費等】　府費負担教職員制度の見直しに伴う指定都市への税源移譲等による税関連歳出の減などにより、減となっている。

· 【貸　付　金】　制度融資預託金の減などにより、減となっている。

· 【積　立　金】　国民健康保険財政安定化基金積立金の減などにより、減となっている。

· 【そ　の　他】　国民健康保険特別会計の設置に伴う歳出区分の変更（補助費等から繰出金）などにより、増となっている。

（２）主な目的別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


４４

４　主な財政分析指標等

（１）財政力指数　：前年度に比べて０.０１ポイント改善し、０.７９となった。
	
	H26
	H27
	H28
	H29
	H30

	大　　阪　　府
	0.74
	0.75
	0.77
	0.78
	0.79

	全都道府県平均
	0.47
	0.49
	0.51
	0.52
	―




（２）経常収支比率　：前年度に比べて０．４ポイント改善し、１００．１％となった。
	
	H26
	H27
	H28
	H29
	H30

	大　　阪　　府
	99.9%
	99.8%
	101.1%
	100.5%
	100.1%

	全都道府県平均
	93.0%
	93.4%
	94.3%
	94.2%
	―



　　・　経常一般財源の収入総額（比率算定式の分母）は、法人二税や地方法人特別譲与税の増などにより、１．１ポイント改善した。
　　・　経常経費に充当された一般財源（比率算定式の分子）は、社会保障関係経費の増などにより、０．７ポイント悪化した。


（３）地方債現在高　：普通会計ベースでは、府債の元金償還が新規発行を上回ったため、前年度末に比べて８１５億円減少した。
	
	平成３０年度末
	増　減　額
	増　減　率
	平成２９年度末
	増　減　率

	地方債現在高〔普通会計〕
	5兆3,285億円
	▲815億円
	▲1.5%
	5兆4,100億円
	▲1.9%

	
	府民一人当たり現在高
	604,580円
	▲8,841円
	▲1.4%
	613,421円
	▲1.9%

	全都道府県地方債現在高
	―
	―
	―
	87兆9,700億円
	▲0.7%

	
	国民一人当たり現在高
	―
	―
	―
	702,582円
	▲0.4%


（※）普通会計ベースでは、決算統計のルールとして減債基金に積立てた償還額を地方債残高から除いている。
（※）「府民一人当たり現在高」は、地方債現在高〔普通会計〕を４月１日現在の大阪府毎月推計人口で除したもの。
「国民一人当たり現在高」は、全都道府県地方債現在高の合計を１月１日現在の住民基本台帳人口で除したもの。


　　　≪参　考≫　全会計の地方債現在高
	
	平成３０年度末
	増　減　額
	増　減　率
	平成２９年度末
	増　減　率

	地方債現在高〔全会計〕
	6兆1,402億円
	▲ 329億円
	▲0.5%
	6兆1,731億円
	▲1.0%

	
	(参考)府民一人当たり現在高
	696,675円
	▲3,264円
	▲0.5%
	699,939円
	▲0.9%

	
	うち　臨時財政対策債等
	3兆3,089億円
	 427億円
	1.3%
	3兆2,661億円
	2.3%

	
	うち　その他
	2兆8,313億円
	▲756億円
	▲2.6%
	2兆9,069億円
	▲4.4%


（※）全会計ベースでは、減債基金に積立てた償還額も地方債残高に含んでいる。
（※）臨時財政対策債等とは、臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債及び減収補塡債の残高を合計したもの。











【用語説明等】５


１　【普通会計】とは、地方公共団体における公営事業会計以外の会計で、一般会計のほか、特別会計のうち公営事業会計に係るもの以外のものの純計額。個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっているため、財政状況の統一的な掌握及び比較が困難であることから、地方財政状況調査上便宜的に用いられる会計区分。
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２　【普通会計上の実質収支】とは、形式収支 (歳入総額から歳出総額を差し引いた額) から翌年度へ繰り越すべき財源(繰越明許費、事故繰越額など)を控除した額である。
　　なお、本府は、平成１０年度から１９年度まで実質収支が赤字（赤字決算）であったが、赤字決算となるのは、予算の段階で歳入に赤字雑入（当該年度中に収入の見込みがなく、翌年度から繰上げて充当している歳入。これを計上していると実質的に収支が均衡していない「赤字予算」である。）を計上しており、決算段階でこれを解消できなかった場合などである。

３　【財政力指数】とは、地方公共団体の財政力(体力)を示す指数であり、指数が高いほど財源に余裕があるものとされている。基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値を過去３か年の平均値で示す指数である。

４　【経常収支比率】とは、経常一般財源（地方税、地方交付税など毎年度連続して経常的に収入され、自由に使用できる財源）が、経常的経費（人件費、扶助費、公債費など団体が行政活動を行うために年々継続し、固定的に支出される経費) にどの程度充当されているかを示す比率であり、この比率が低いほど財政構造に弾力性があることとなる。なお、経常一般財源の収入総額には、平成１３年度から減税補塡債及び臨時財政対策債を、平成１９年度から臨時財政対策債及び減収補塡債（特例分）を含むものとされた。　　　　　　　　　　　　
　　　　　経常収支比率 (％) ＝ 経常的経費に充当された一般財源額 ／ 経常一般財源の収入総額　× 100％

５　【臨時財政対策債】とは、地方交付税の財源不足を補うために国と地方が折半して負担し、その地方負担分として発行する赤字債のことである（地方財政法第５条の特例として、建設事業等の投資的経費以外の経費に充当できる）。元利償還に必要な額は、後年度の交付税の基準財政需要額に算入される。

６　【財政調整基金】とは、地方公共団体の年度間の財源の調整を図り、財政の健全な運営に資するための基金である。


【参　考】６


· 単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計、歳入と歳出の差等が一致しない場合がある。

１　一般会計決算見込み                                                                               　
· 一般会計実質収支の黒字額（決算剰余金）については、大阪府財政運営基本条例第２０条に基づき、１／２ずつを減債基金と
財政調整基金に編入する。（平成３０年度決算では、２４億６４百万円）


２　府税の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※ 平成30年4月から地方消費税清算特別会計を設置したことに伴い、一般会計の歳入として計上される地方消費税は清算後の額となった
　ため、平成29年度の地方消費税の額についても、比較のため清算後の額とした。
７






３　社会保障

（１）地方消費税増収分と社会保障関係経費

＜歳入＞　平成30年度における地方消費税の税率引上げによる増収分　　　 ６９０億７８百万円
　　　　　 （社会保障財源化分の市町村交付金を除く。）

＜歳出＞  平成30年度社会保障関係経費　　　　　　　　　　　　　　　５，６０１億５０百万円


（２）社会保障関係経費の内訳
　　(※) 社会保障関係経費は、民生費（教育費の施設型給付費等負担金は児童福祉費に含む。災害救助費を除く。）及び衛生費
から、それらに係る人件費を除いた額としている。


・【社会福祉費】	障がい者自立支援給付費等負担金は増となったが、国民健康保険財政安定化基金積立金の減などにより、減となっている。

・【老人福祉費】	介護保険関係経費や後期高齢者医療関係経費は増となったが、地域医療介護総合確保基金関係経費の減などにより、減となっている。

・【児童福祉費】	安心こども基金事業費や児童福祉施設事業費の増などにより、増となっている。

・【生活保護費】	生活保護扶助費の減などにより、減となっている。

・【公衆衛生費】	難病対策事業費の減などにより、減となっている。
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区　　　　　　　　分 平成３０年度 (A) 平成２９年度 (B) 増減額 (A)-(B)=(C)

増減率 (C)/(B)

歳　 入 　総 　額 　  (a) 2,580,017 2,670,046 ▲ 90,029 ▲ 3.4

歳　 出 　総 　額　   (b) 2,554,843 2,647,594 ▲ 92,751 ▲ 3.5

形 式 収 支   (a)-(b)=(c) 25,174 22,452 2,722 ―

翌年度へ繰越すべき財源(d) 19,308 14,368 4,941 ―

実 質 収 支   (c)-(d)=(e) 5,866 8,084 ▲ 2,219 ―

（単位：百万円、％）
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（単位：百万円、％）

決 算 見 込 額 構 成 比 増　減　額 増 減 率 決　算　額 構 成 比 増 減 率

1,277,830 49.5 ▲ 51,040 ▲ 3.8 1,328,870 49.8 2.3

うち法人二税 441,854 17.1 13,336 3.1 428,519 16.0 5.0

うち地方消費税 332,599 12.9 ▲ 7,353 ▲ 2.2 339,951 12.7 ▲ 2.9

156,058 6.1 17,654 12.8 138,403 5.2 3.7

235,974 9.1 ▲ 8,796 ▲ 3.6 244,770 9.2 ▲ 11.4

≪参考≫地方交付税等※

389,176 15.1 ▲ 7,054 ▲ 1.8 396,230 14.8 ▲ 7.5

202,966 7.9 ▲ 17,864 ▲ 8.1 220,830 8.3 ▲ 13.1

261,633 10.1 8,917 3.5 252,716 9.4 ▲ 18.4

うち臨時財政対策債

153,202 5.9 1,742 1.2 151,460 5.6 ▲ 0.3

うち臨時財政対策債を除く

108,431 4.2 7,175 7.1 101,256 3.8 ▲ 35.9

296,544 11.5 ▲ 42,433 ▲ 12.5 338,977 12.7 1.9

うち制度融資預託金返還金

243,108 9.4 ▲ 15,301 ▲ 5.9 258,409 9.7 ▲ 4.6

149,013 5.8 3,532 2.4 145,480 5.4 ▲ 15.1

2,580,017 100.0 ▲ 90,029 ▲ 3.4 2,670,046 100.0 ▲ 3.9



地方交付税

歳入合計

国庫支出金

地 方 債

諸 収 入

そ の 他

平　　成　　３０　　年　　度 平　　成　　２９　　年　　度

府 税

地方譲与税

区分
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（単位：百万円、％）

決算見込額 構 成 比 増　減　額 増 減 率 決　算　額 構 成 比 増 減 率

1,107,174 43.3 ▲ 31,389 ▲ 2.8 1,138,563 43.0 ▲ 10.3

671,926 26.3 ▲ 4,747 ▲ 0.7 676,673 25.6 ▲ 17.8

52,968 2.1 ▲ 4,123 ▲ 7.2 57,090 2.1 2.9

382,281 14.9 ▲ 22,519 ▲ 5.6 404,799 15.3 3.6

193,502 7.6 17,800 10.1 175,702 6.6 ▲ 8.2

126,555 5.0 10,069 8.6 116,486 4.4 ▲ 0.3

66,947 2.6 7,731 13.1 59,216 2.2 ▲ 20.5

1,254,167 49.1 ▲ 79,163 ▲ 5.9 1,333,330 50.4 2.7

826,951 32.4 ▲ 93,060 ▲ 10.1 920,011 34.8 8.8

252,340 9.9 ▲ 17,889 ▲ 6.6 270,228 10.2 ▲ 12.6

20,434 0.8 ▲ 13,128 ▲ 39.1 33,562 1.3 ▲ 4.2

154,442 6.0 44,914 41.0 109,528 4.1 1.0

2,554,843 100.0 ▲ 92,751 ▲ 3.5 2,647,594 100.0 ▲ 4.0

区分

平　　成　　３０　　年　　度 平　　成　　２９　　年　　度

義務的経費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投資的経費

公共事業費

単独事業費

その他経費

歳出合計

貸 付 金

積 立 金

そ の 他

補助費等
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（単位：百万円、％）

決 算 見 込 額 構 成 比 増　減　額 増 減 率 決　算　額 構 成 比 増 減 率

教 育 費 531,717 20.8 673 0.1 531,045 20.1 ▲ 21.7

民 生 費 515,323 20.2 ▲ 6,951 ▲ 1.3 522,274 19.7 1.7

警 察 費 263,153 10.3 169 0.1 262,983 9.9 0.5

商 工 費 259,376 10.2 ▲ 16,029 ▲ 5.8 275,404 10.4 ▲ 5.0

土 木 費 222,555 8.7 13,533 6.5 209,022 7.9 ▲ 5.2

総 務 費 77,760 3.0 5,786 8.0 71,974 2.7 ▲ 10.1

そ の 他 684,960 26.8 ▲ 89,932 ▲ 11.6 774,892 29.3 8.5

歳 出 合 計 2,554,843 100.0 ▲ 92,751 ▲ 3.5 2,647,594 100.0 ▲ 4.0

区分

平　　成　　３０　　年　　度 平　　成　　２９　　年　　度
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区　　　　　　　　分 平成３０年度 (A) 平成２９年度 (B) 増減額 (A)-(B)=(C)

増減率 (C)/(B)

歳　 入 　総 　額 　  (a) 2,463,099 3,011,902 ▲ 548,803 ▲ 18.2

歳　 出 　総 　額　   (b) 2,447,739 3,000,133 ▲ 552,394 ▲ 18.4

形 式 収 支   (a)-(b)=(c) 15,360 11,769 3,591 ―

翌年度へ繰越すべき財源(d) 10,433 8,920 1,513 ―

実 質 収 支   (c)-(d)=(e) 4,927 2,849 2,078 ―

（単位：百万円、％）
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決 算 見 込 額 構 成 比 増　減　額 増 減 率 決　算　額 構 成 比 増 減 率

441,854 34.6 13,336 3.1 428,519 32.2 5.0

法人府民税 76,933 6.0 4,337 6.0 72,597 5.4 5.2

法人事業税 364,921 28.6 8,999 2.5 355,922 26.8 5.0

296,591 23.2 ▲ 57,289 ▲ 16.2 353,880 26.6 5.0

15,418 1.2 280 1.8 15,138 1.1 1.9

4,921 0.4 ▲ 352 ▲ 6.7 5,273 0.4 30.6

332,599 26.0 ▲ 7,353 ▲ 2.2 339,951 25.6 ▲ 2.9

35,227 2.8 ▲ 1,161 ▲ 3.2 36,388 2.7 ▲ 5.4

11,093 0.9 ▲ 273 ▲ 2.4 11,365 0.9 ▲ 5.0

1,339 0.1 ▲ 86 ▲ 6.0 1,425 0.1 ▲ 3.2

11,798 0.9 719 6.5 11,079 0.8 26.5

47,718 3.7 456 1.0 47,262 3.6 1.3

78,471 6.1 683 0.9 77,788 5.9 0.3

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0

9 0.0 9 皆増 ― ― ―

8 0.0 0 6.1 8 0.0 ▲ 0.7

756 0.1 ▲ 15 ▲ 1.9 771 0.1 775.8

28 0.0 5 20.3 23 0.0 11.4

1,277,830 100.0 ▲ 51,040 ▲ 3.8 1,328,870 100.0 2.3

府たばこ税

地方消費税

自 動 車 税

宿 泊 税

鉱 区 税

狩 猟 税

固定資産税

（単位：百万円、％）

ゴルフ場利用税

平　　成　　３０　　年　　度
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自動車取得税

個人事業税
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法 人 二 税

個人府民税

府民税利子割

区分

旧法による税

府 税 合 計
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（単位：百万円）

うち一般財源 うち一般財源 うち一般財源

511,182 481,272 517,509 472,686 ▲ 6,326 8,585

社会福祉費 175,134 163,828 185,593 162,489 ▲ 10,458 1,339

老人福祉費 224,361 222,198 227,409 218,411 ▲ 3,048 3,787

児童福祉費 105,978 91,851 98,726 88,312 7,252 3,539

生活保護費 5,709 3,397 5,781 3,474 ▲ 72 ▲ 77

48,968 24,347 56,963 28,081 ▲ 7,995 ▲ 3,735

公衆衛生費 28,297 18,405 36,235 22,115 ▲ 7,937 ▲ 3,710

精神衛生費 1,078 580 1,248 765 ▲ 170 ▲ 185

環境衛生費 2,767 546 3,239 529 ▲ 472 17

保健所費 341 298 331 278 10 20

医 薬 費 16,111 4,357 15,565 4,262 546 95

そ の 他 374 161 346 133 28 28

560,150 505,618 574,472 500,768 ▲ 14,322 4,851

うち義務的経費 473,384 447,777 480,042 439,316 ▲ 6,658 8,461

平成３０年度 平成２９年度 増減

民生費

決算見込額 決算額 総額

衛生費

社会保障関係経費合計

区分
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実質収支の推移 （億円）
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